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第２章 原子力の利用と高レベル放射性廃棄物 

原子力発電は，既にわが国の総発電電力量の 3分の 1を超える電力を供給し，エネルギー自
給率の向上及びエネルギーの安定供給に貢献するとともに，二酸化炭素排出量の低減に大きく

寄与している。また，核燃料サイクル技術は，供給安定性に優れているという原子力発電の特

性を技術的に向上させるとともに，原子力が長期にわたってエネルギー供給を行うことを可能

にする技術であり，それが国内で実用化されていくことによって，原子力のエネルギー供給シ

ステムに対する貢献を一層確かなものにすると考えられる。 

原子力の便益を享受した現世代は，原子力の開発利用に伴って発生する放射性廃棄物の安全

な処分への取組みに全力を尽くす責務を有しており，今後とも，放射性廃棄物対策を着実に進

めていくことが必要である。 

本章では，わが国における原子力の利用や放射性廃棄物対策の概要とともに，放射性廃棄物

管理に関する国際的な議論を背景としてわが国における高レベル放射性廃棄物処分計画につ

いて述べる。 

 
2.1 原子力の利用 

原子力の利用は，約 1世紀前にレントゲンが X線を，ベクレルがウラン化合物からの放射線
を，キュリー夫妻がラジウムを発見したことで放射線や放射能の存在が知られたことに始まる。

X線は間もなく診断やがん治療に使われるなど，放射線は早くから医療の分野で利用されてき
た。続いて核分裂反応が発見され，原子力は放射線の性質を利用する医療，工業，農業等の分

野と，原子力発電のような核分裂によって放出されるエネルギーの利用の分野において，開発

や利用が行われてきた。 

当初，原子力エネルギーは軍事利用に始まったが，1950年代には軍事利用技術を転用する形

で平和利用のための研究開発が進められるようになった。その後，核兵器の拡散を防ぐととも

に平和利用を促進する国際的な枠組みが整備されるのに伴い，わが国においても 1955 年（昭
和 30年）に原子力基本法が制定され，原子力の平和利用への取組みが始まった。 

 
2.1.1 放射線としての原子力の利用 

放射線は世界各国において，その普及の程度に違いはあるものの工業，農業，医療などの分

野で広く利用されている。 

わが国における放射線の利用は数十年の歴史を持ち，現在では日常生活に欠かせない技術と

なっている。工業分野においては，高分子（ポリマー）材料の改質としてタイヤの加工，発泡

体製造，熱収縮チューブ製造や中性子照射による高品位のシリコン半導体製造に利用されてい

る。また，農業分野では，放射線による植物の品種改良，食品照射，害虫防除等への応用が進

展しており，冷害に強い稲の新品種開発や沖縄地方のウリミバエ駆除などの実績がある。医療

の分野では，診断や治療等に放射線はなくてはならない存在であり，従来の X 線撮影を始め，
X線 CTなどの新しい技術が普及している。主な放射線利用の現状を表 2.1.1-1に示す。 
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表 2.1.1-1 主な放射線利用の現状 

【工業の分野】 

○ 高付加価値の新素材（タイヤ，半導体素子など） 

○ 品質管理（非破壊検査，厚さ計測など） 

○ 環境保全（排煙処理など） 

【農業の分野】 

○ 食品照射（ジャガイモの発芽防止など） 

○ 品種改良（病害抵抗性品種の育成，花色改良など） 

○ 害虫の根絶（ウリミバエ，アリモドキゾウムシなど） 

【医療の分野】 

○ 治療（Ｘ線・粒子線によるがん治療，内服用放射性薬剤など） 

○ 診断（Ｘ線などを用いた形態・機能診断，内視鏡を用いない血管診断など） 

○ 滅菌（医療用器具など） 

 
2.1.2 原子力発電 

原子力発電は，他のエネルギー源に比べて燃料のエネルギー密度が高く備蓄が容易であると

いう技術的特徴を有し，加えてウラン資源は石油資源に比べて政情の安定した国々に分散して

いることから，供給安定性に優れている。また，将来，高速増殖炉等によってウランをより高

い効率で利用できる技術が実用に供されれば，原子力発電は，より一層長期にわたって安定的

にエネルギーを供給できるようになる可能性があり，将来ともに人類にとって必要なエネルギ

ーを供給するうえで有力な技術的選択肢の一つとなる（原子力委員会，2000）。 

わが国では，1966年に最初の商業用原子力発電所の営業運転が開始されて以来今日に至るま

で，石油の代替エネルギー源として原子力発電の導入を積極的に進めてきた。その結果，2002
年度では，一般電気事業用の国内総発電電力量 9,447億 kWhのうち，31.2 %に当たる 2,949億
kWhが原子力発電によって供給されている（経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部編，
2003）。また，2002年度末時点で，52基，総発電設備容量にして 4,574.2万 kWの商業用原子力
発電所が稼動している（日本原子力産業会議，2003）。 

英国王立協会による予測（The Royal Society，1999）によれば，エネルギー需要は今後 50年

で 2倍，100年で 5倍程度までに増加することが示されている。また，世界エネルギー会議（World 
Energy Council：以下，「WEC」という）と国際応用システム分析研究所（International Institute for 
Applied Systems Analysis：IIASA）による共同作業（Nakicenovic et al.，1998）等においても，人
口増加，エネルギー増加の予測が行われ，21世紀半ば以降まで同様の傾向を示しているものが
多い。こうした予測に基づいて，Rhodesらは将来の人口増加とエネルギー消費量の増加は避け
られないとし，このようなエネルギー需要増加を従来の火力発電で賄うことは環境問題に繋が

ることから，その対応策の一つとして，発電過程で温室効果ガスである二酸化炭素や窒素酸化

物，硫黄酸化物を排出しないという特色をもっている原子力発電が欠かせないと論じている

（Rhodes and Beller，2000）。 

2-2 



環境対策として考えられている再生可能エネルギーは，資本費が高く，あまり認識されてい

ないが環境への影響も小さくないとされている（Rhodes and Beller，2000）。確かに，再生可能
エネルギーは化石燃料に比較すると環境影響は少ないが，原子力発電に比較するとほとんど差

がなく，条件によっては，例えば太陽エネルギー利用では二酸化炭素排出量が多くなる等の評

価結果も得られている（本藤ほか，2000）。Rhodesらは，WECと国際エネルギー機関（OECD 
International Energy Agency：OECD/IEA）が再生可能エネルギーについて，予測可能な将来にお
いても大規模なエネルギー生産の手段として経済的に競合できるものとはならず，適切な支援

があった場合でも水力を除き全一次エネルギーに占める割合は 2020 年においてせいぜい 5～
8%に止まるものと推測していることに言及し，いずれにしても全体的にみれば，将来のエネル
ギー需要の増加はほとんど従来型のエネルギー構造によって賄われることになるとしている

（Rhodes and Beller，2000）。 

 
2.1.3 核燃料サイクル 

わが国では，原子力発電の利用にあたり，長期的なエネルギーの安定確保や放射性廃棄物の

適切な処理の観点から，原子力発電に使用した燃料（使用済燃料）について，有用な資源であ

るウラン，プルトニウムを分離・回収（再処理）し，再び燃料として利用する「核燃料サイク

ル」（図 2.1.3-1）を原子力政策の基本としている。 

 

図 2.1.3-1 核燃料サイクルの概要（出典：電気事業連合会，2002） 

 
原子力発電は現在，わが国のエネルギー供給システムを経済性，供給安定性及び環境適合性

に優れたものとすることに貢献しているといえるが，核燃料サイクル技術は，これらの特性を

一層改善し，原子力発電を人類がより長く利用できるようにする可能性を有する。 

現在，原子力発電所の使用済燃料は，一定の期間発電所の貯蔵プール等で冷却しながら安全

に貯蔵された後，再処理されている。これまで再処理は主として海外の再処理事業者に委託さ

れてきたが，核燃料サイクルの自主性を確実なものにするなどの観点から，今後，国内で行う

ことが原則とされており，青森県六ヶ所村に建設中の商業用再処理施設で実施される予定とな
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っている（原子力委員会，2000）。また，使用済燃料の中間貯蔵については，1999 年に法整備
が行われ民間事業者によって操業を開始するための準備が進められている。原子力委員会では，

今後は中間貯蔵を適切に運営，管理することができる実施主体が，安全の確保を大前提に事業

を着実に実現していくことが期待されるとしている（原子力委員会，2000）。 

図 2.1.3-1に示すように，軽水炉（原子力発電所）の運転に伴って低レベル放射性廃棄物と使

用済燃料が発生し，さらに，使用済燃料の再処理によって高レベル放射性廃棄物が発生する。

これら放射性廃棄物の発生と対策については 2.2 で述べる。使用済燃料の再処理により回収さ
れたプルトニウムは天然ウラン又は同じく再処理で回収された劣化ウランと混合，成型加工さ

れ，軽水炉及び高速増殖炉の燃料として供給される。 

 
2.2 放射性廃棄物の発生と対策の概要 

他のすべての社会活動と同様に原子力の利用に伴い廃棄物が発生する。これらの廃棄物には

放射能を含むものがある点が特徴となっており，このような特徴を有する廃棄物は放射性廃棄

物と呼ばれる。放射性廃棄物は，人間環境に有意な影響を及ぼすことがないよう安全に管理す

るために適切な方法で処理が行われた後，最終的には処分される。 

 
2.2.1 放射性廃棄物の発生 

放射性廃棄物は，原子力発電所や核燃料サイクル施設から発生するものが大部分を占めるが，

大学，研究所，医療施設などからも発生する。これらの廃棄物は，発生源によって放射能のレ

ベル・量・形態が異なり，いずれも人の健康と環境に対して潜在的な危険性をもつことから，

それぞれの特性に応じてそのリスクが許容できるレベルとなるように適切に対処する必要が

ある。わが国において発生する放射性廃棄物は，表 2.2.1-1のように分類される。 

100 万 kW 程度の石油・石炭プラントからは，化石燃料の燃焼に伴って排ガスとともに重金
属や放射性物質を含む微粒子が廃棄物として年間数十万トンも発生するとされている（Rhodes 
and Beller，2000）。これに比して，原子力発電の場合は，少量の燃料から大きなエネルギーを
回収できるため取り扱い物質量が少なく，同規模の原子力発電プラントから発生する年間の放

射性廃棄物の量は非常に少ない（低レベル放射性廃棄物が 200リットルドラム缶換算で数百本，
高レベル放射性廃棄物（2.2.4 参照）がガラス固化体として 30 本程度（ガラス固化体の体積は
1本あたり約 150リットルであり，全体で約 4.5m3程度）発生する）（原子力委員会，2000）。 
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表 2.2.1-1 核燃料サイクルなどにおいて発生する放射性廃棄物 

（経済産業省資源エネルギー庁ホームページ（http://www.enecho.meti.go.jp/rw）等に基づき作成） 

発生場所 廃棄物区分 種 類 形 態 処分事業等の実施主体，法令等 

放射能レベルの
極めて低い廃棄
物 

コンクリート，金
属など 

コンクリート等については 1992 年に法令*1）

が整備され，日本原子力研究所で埋設実地試
験（素掘り処分）を実施。金属等についても，
2000年に法令*1）が整備されている。 

放射能レベルの
比較的低い廃棄
物 

廃液，フィルタ
ー，廃器材，消耗
品など 

1987年と 1992年に，処分に関する法令*1）が
整備され，日本原燃株式会社の低レベル放射
性廃棄物埋設センターで埋設処分（コンクリ
ートピット処分）を実施。 

原子力 

発電所 

低レベル 

放射性廃棄物 

放射能レベルの
比較的高い廃棄
物 

制御棒，炉内構造
物など 

廃棄物の発生者が責任をもって処分に取り
組むこととなっており，2000 年に法令*1）が
整備されている。 

高レベル 

放射性廃棄物 

再処理で使用済
燃料からウラ
ン，プルトニウ
ム等の有用物を
分離した後に残
存する放射能レ
ベルの高い廃棄
物 

使用済燃料から
ウラン，プルトニ
ウム等を分離・回
収した後の廃液
をガラス固化し
たもの（ガラス固
化体） 

2000年 6月に「最終処分法」が公布され，こ
の法律に基づき設立された原環機構が高レ
ベル放射性廃棄物（ガラス固化体）の処分事
業（地層処分）を実施することとなっている。

再処理 

施設 

低レベル 

放射性廃棄物 

MOX 燃
料加工施
設 

低レベル 

放射性廃棄物 

超ウラン核種を
含む放射性廃棄
物 

燃料棒の部品，廃
液，フィルター，
廃器材，消耗品な
ど 

廃棄物の発生者が責任をもって処分に取り
組むこととなっている（原子力委員会原子力
バックエンド対策専門部会，2000a）。今後法
令が整備される予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核
燃
料
サ
イ
ク
ル 

ウラン濃
縮・燃料
加工施設 

低レベル 

放射性廃棄物 

ウラン廃棄物 消耗品，スラッ
ジ，廃器材，フィ
ルターなど 

廃棄物の発生者が責任をもって処分に取り
組むこととなっている（原子力委員会原子力
バックエンド対策専門部会，2000b）。今後法
令が整備される予定。 

医療機関・ 

研究機関 

など 

低レベル 

放射性廃棄物 

RI廃棄物 RI を使用する施
設から発生する
放射性廃棄物。例
えば，医薬品，研
究用放射性物質，
注射器など 

試 験 研 究
炉・核燃料物
質使用施設
など 

低レベル 

放射性廃棄物 

研究所等廃棄物 核燃料物質を使
用した実験等を
行うことにより
発生する放射性
物質。例えば，機
器類，排気フィル
ター，試験片など

2001 年に原子力施設デコミッショニング研
究協会に RI・研究所等廃棄物の処理処分に関
する調査業務が追加され，組織改正と名称変
更がなされた後の（財）原子力研究バックエ
ンド推進センターが処分地の立地等事業に
関する調査等を開始している。今後必要な法
令が整備される予定。 

*1） 核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（昭和 32 年（1957 年）政令第 324

号；以下，「原子炉等規制法施行令」という）に，廃棄物の形態等に応じた放射能濃度の上限値が順次

規定されてきている。 
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2.2.2 原子力発電所から発生する低レベル放射性廃棄物の処分 

原子力発電所の運転及び解体に伴って発生する低レベル放射性廃棄物は次のように分類さ

れてそれぞれ処分方法が検討され，一部は処分が開始されている。 

① 放射能レベルの極めて低い廃棄物 

「素堀り処分（人工構築物を設けない浅地中処分）」によって「管理型処分」2-1）が適用

できるとされ，対象廃棄物に関する放射能濃度の上限値が，コンクリート等の廃棄物に対

しては 1992年に，金属等の廃棄物に対しては 2000年に，原子炉等規制法施行令に規定さ
れた。動力試験炉（Japan Power Demonstration Reactor：JPDR）の解体に伴って発生したコ
ンクリート等の廃棄物が，日本原子力研究所東海研究所に埋設されている（原子力安全委

員会，2003）。 

② 放射能レベルの比較的低い廃棄物 
容器に固型化して「コンクリートピット処分（人工構築物を設けた浅地中処分）」を行う

ことで「管理型処分」が適用できるとされ，均質固化体及び充填固化体については，青森

県六ヶ所村にある日本原燃株式会社（以下，「日本原燃」という）の低レベル放射性廃棄物

埋設センターにおいて埋設されている（原子力安全委員会，2003）。 

③ 放射能レベルの比較的高い廃棄物 

「一般的であると考えられる地下利用に対して十分余裕をもった深度（例えば，地表か

ら 50～100m 程度）への処分」や「放射性核種の移行抑制機能の高い地中」等を選ぶこと
によって「管理型処分」が適用できるとする基本的考え方が示され，これを受けて，対象

廃棄物について埋設事業許可申請を行うことができる放射能濃度の上限値が算出されてい

る（原子力安全委員会，2000a）。対象廃棄物に関する放射能濃度の上限値については，2000
年に原子炉等規制法施行令に規定された。 

 
2.2.3 原子力発電所以外から発生する低レベル放射性廃棄物の処分 

原子力発電所以外から発生する低レベル放射性廃棄物は次のように分類されており，それ

ぞれ処分方法が検討されている。 

① 超ウラン核種を含む放射性廃棄物 

使用済燃料の再処理施設や MOX燃料の成型加工施設などから発生する超ウラン核種を
含む放射性廃棄物であり，放射性核種濃度によって，「管理型処分（コンクリートピット

処分）」又は「一般的であると考えられる地下利用に対して十分余裕をもった深度への処

分」あるいは地層処分として「深部地層への処分」とすることが適切であるとされている

（原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会，2000a）。 

 

                                                   
2-1）放射能レベルが低く，かつ半減期が極めて長い放射性核種をほとんど含まない放射性固体廃棄物については，そ

の減衰効果が有意に期待できるため，放射能レベルが安全上支障のないレベル以下になるまでの間，放射能レベ

ルに応じた段階的管理に依存して放射能の影響を防止する処分をいう（原子力安全委員会，1985）。 
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② ウラン廃棄物 

ウラン濃縮・燃料加工施設から発生するウランを含む放射性廃棄物であり，主要な放射

性核種であるウランの半減期が長いことから管理型処分を適用するのは合理的ではない

とされている。具体的処分の方法として，放射能のレベルにより，「素堀り処分」，「コン

クリートピット処分」，「一般的であると考えられる地下利用に対して十分余裕をもった

深度への処分」が適用可能であることが示されている。また，ウラン濃度がより高いもの

は「地層処分」することが考えられるが，高レベル放射性廃棄物と異なり，発熱を考慮す

る必要がないことが指摘されている（原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会，

2000b）。 

③ RI廃棄物・研究所等廃棄物 

大部分が「コンクリートピット処分」又は「素堀り処分」を行うことが適切であること

が示されている。また，放射性核種濃度によっては，「一般的であると考えられる地下利

用に対して十分余裕をもった深度への処分」や「地層処分」が適切とされている（原子力

委員会原子力バックエンド対策専門部会，1998，2000a）。 

 
2.2.4 高レベル放射性廃棄物 

高レベル放射性廃棄物は，再処理で使用済燃料からウラン，プルトニウム等の有用物を分離

した後に残存する放射能レベルの高い廃棄物で，核燃料の核分裂によって生じた物質（核分裂

生成物）等を含む。これは，ガラスで固化した後，30～50年間冷却のために貯蔵され（通商産
業省，2000a），その後最終処分法に従って地下 300m以深に地層処分することとなっている。 

 
（1）ガラス固化体及びその発生量 
使用済燃料を再処理してウランやプルトニウムを回収する際，核分裂生成物や超ウラン核種

を含む放射能の高い廃液が発生する。その廃液を取り扱いやすく安定した形態にするため，ガ

ラス原料に混ぜ合わせて高温で融かし，ステンレス製容器に入れて固めたものが「ガラス固化

体」（高レベル放射性廃棄物）である。ガラスは，その網目構造の中に放射性物質を取り込み

長期間安定な状態を保つことが可能である。わが国では，使用済燃料の再処理に伴って発生す

る廃液とガラス固化体を高レベル放射性廃棄物という。諸外国の中には使用済燃料を再処理し

ない方針の国もあり，その場合には使用済燃料自体が高レベル放射性廃棄物となる。以下では

特に断らない限り，高レベル放射性廃棄物はガラス固化体の意味で用いる。 

使用済燃料は原子力発電量に応じて発生することから，ガラス固化体の発生量も原子力発電

量に応じたものとなる。例えば，100万 kWの原子力発電所を 1年間運転するとガラス固化体
が 30本程度発生する。電力消費の側からみると，標準的な家庭 10万世帯が 1年間に使用する
電力を原子力発電で賄った場合，およそ 1本のガラス固化体が発生することになる。また，家
庭や工場などで利用するすべての電力の半分を原子力発電で賄うとした場合，日本人一人が一

生（80年）の間に発生するガラス固化体の体積は，ゴルフボール約 3個分に相当する（付録－
1参照）。 
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2000年 10月に策定された国の特定放射性廃棄物の最終処分に関する計画によれば，1999年
末以前の発電用原子炉の運転に伴って生じた使用済燃料の再処理によって生ずるガラス固化

体は約 13,300本と見込まれている。その後 2000年～2009年の間は年間約 1,100～1,400本のガ
ラス固化体に相当する使用済燃料が発生していき，2020年頃までには，総量約 4万本のガラス
固化体に相当する使用済燃料が発生すると見込まれている（通商産業省，2000b）。 

現在，日本原燃によって青森県六ヶ所村に使用済燃料の再処理施設の建設が進められている

が，これまでは再処理のほとんどをフランスのCOGEMAとイギリスのBNFLに委託している。
この海外再処理の結果，製造されたガラス固化体は，2004年 3月までに計 9回にわたって日本
へ安全に返還輸送されてきており（このガラス固化体を，以下，「返還ガラス固化体」という），

すべて青森県六ヶ所村にある日本原燃の施設において貯蔵管理されている（表 2.2.4-1，2，図
2.2.4-1）。 

また，茨城県東海村にある核燃料サイクル開発機構（以下，「サイクル機構」という）東海

事業所の再処理施設においても，再処理技術の研究開発を目的として，国内の主に軽水炉で発

生した使用済燃料の再処理が行われている。この再処理に伴って発生した高レベル放射性廃液

についてもガラス固化体とされ，同事業所内の施設において貯蔵管理されている（表 2.2.4-2，
図 2.2.4-2）。青森県六ヶ所村に建設されている日本原燃の再処理施設においては，2006年から
再処理が行われガラス固化体が製造される計画（日本原燃株式会社，2003）である。 

表 2.2.4-1 返還ガラス固化体の輸送実績 

（電気事業連合会ホームページ（http://www.fepc.or.jp）を編集） 

輸送 
回数 

輸送船名 輸送ルート 
輸送

容器

基数 

ガラス

固化体

本数 

出発地 
出発日（現地時間）

到着地 
到着日（日本時間） 

第 1回 パシフィック・
ピンテール号 

南米/ホーン岬 
経由 

1基 28本 
仏国シェルブール港 
1995.2.23 

青森県六ヶ所村むつ小川原港 
1995.4.26 

第 2回 
パシフィック・ 
ティール号 

喜望峰/南西 
太平洋経由 

2基 40本 
同上 
1997.1.13 

同上 
1997.3.18 

第 3回 
パシフィック・ 
スワン号 

パナマ運河 
経由 

3基 60本 
同上 
1998.1.21 

同上 
1998.3.13 

第 4回 
パシフィック・ 
スワン号 

パナマ運河 
経由 

2基 40本 
同上 
1999.2.25 

同上 
1999.4.15 

第 5回 
パシフィック・ 
スワン号 

パナマ運河 
経由 

4基 104本 
同上 
1999.12.29 

同上 
2000.2.23 

第 6回 
パシフィック・ 
スワン号 

南米/ホーン岬 
経由 

8基 192本 
同上 
2000.12.19 

同上 
2001.2.20 

第 7回 
パシフィック・

サンドパイパー
号 

パナマ運河 
経由 

6基 152本 
同上 
2001.12.5 

同上 
2002.1.22 

第 8回 
パシフィック・ 
スワン号 

パナマ運河 
経由 

6基 144本 
同上 
2003.6.4 

同上 
2003.7.23 

第 9回 
パシフィック・ 
サンドパイパー
号 

パナマ運河 
経由 

5基 132本 
同上 
2004.1.19 

同上 
2004.3.4 
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表 2.2.4-2 現在稼動中のガラス固化体貯蔵施設 

（日本原燃株式会社ホームページ（http://www.jnfl.co.jp/cycle-haikikanri/index.html），核燃料サイクル開発
機構のホームページ（http://www.jnc.go.jp/ztokai/repro/week/now/weekly.htm）及び動力炉・核燃料開発事
業団（現サイクル機構）の再処理施設設置変更承認申請書（昭和 62年 3月，昭和 62年 7月一部補正）
に基づき作成） 

設置者 日本原燃 サイクル機構 
設置場所 青森県六ヶ所村 茨城県東海村 

施設の名称 高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター 再処理施設ガラス固化技術開発施設 

施設の操業開始 1995年 1995年 

貯蔵容量 
1,440本 

＊将来的には 2,880本を計画 
420本 

貯蔵本数 
（2004年 4月 30日時点）

貯蔵ピット収納済：732本 
  未収納保管中：160本 

130本 

 

 
（出典：日本原燃株式会社，2000）     （写真提供：日本原燃株式会社） 

図 2.2.4-1 日本原燃の高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターとガラス固化体貯蔵ピット 

 

       

図 2.2.4-2 サイクル機構の再処理施設ガラス固化技術開発施設とガラス固化体貯蔵ピット 

（出典：核燃料サイクル開発機構，2000，2002） 
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（2）ガラス固化体の特徴 
ガラス固化体の放射性廃棄物としての特徴は，初期の放射能が極めて高いことである。図

2.2.4-3に放射能の推移から眺めたガラス固化体の特徴を示す。 

製造直後のガラス固化体は，固化体表面における放射線量が約 1,500Sv/h（20秒弱で 100%の

人が死亡するとされる量である）となるほど多量の放射能を有している。ガラス固化体の放射

能は時間とともに減衰するが，1,000 年後のガラス固化体表面においても約 20mSv/h の放射線
量（人間が一生の間に受ける自然放射線に相当する量を 4時間で受ける程度のもの）である（付
録－2参照）。さらに，ガラス固化体の放射能が燃料の製造に必要なウラン鉱石の全量がもつ放
射能と同量になるまでには数万年という時間を要する。このように放射能は減衰しながらも長

く存在するため，ガラス固化体を長期間にわたって人間の生活環境から安全に隔離することが

必要となる。 

ガラス固化体はそれ自体が有する放射能の影響で発熱する性質がある。図 2.2.4-4にガラス固
化体の発熱量の経時変化を示す。発熱量はガラス固化体製造時には約 2,300W/本である。ガラ
ス固化体は製造時には，比較的高い放射能をもつが，放射性核種が急激に崩壊してその放射能

を失うのに伴い発熱量も低下し，30～50年程度経過すると，製造時の約 4分の 1から 7分の 1
に低下する。 

 

図 2.2.4-3 放射能の推移から眺めた高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）の特徴 

（濃縮度 4.5%の核燃料 1MTU 相当）（核燃料サイクル開発機構，1999a） 
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図 2.2.4-4 ガラス固化体の発熱量の経時変化 

（日本原燃のガラス固化体仕様を基に設定された条件（核燃料サイクル開発機構，1999a）に
よる計算値，図 2.2.4-3 に示した 1トンの使用済燃料は 1.25 本のガラス固化体に相当） 

 
2.3 高レベル放射性廃棄物管理 2-2） 

放射性廃棄物管理とは，原子力を利用する施設から発生する放射性廃棄物の前処理，処理，

調整，貯蔵，処分に関する運営，操業面でのすべての活動を指す（国際原子力機関（International 
Atomic Energy Agency：以下，「IAEA」という），1995）。2.2で述べたように，産業や医療用に
広く原子力を利用しているすべての国において放射性廃棄物が存在している。放射能レベルの

高い高レベル放射性廃棄物は，特に原子力発電の結果，必然的に発生する。すべての放射性廃

棄物に対して責任のある対策をとるのは，現在及び将来の地球環境を健全に維持するために倫

理的に行動すべき社会の義務である。 

原子力発電計画を有している他の国と同様，日本においても相当量の高レベル放射性廃棄物

がすでに存在しており，今後も原子力の利用に応じて継続的に発生する。これらの廃棄物を安

全に管理し，将来の世代に過度の負担を押し付けないようにするのは，日本の社会，とりわけ

原子力によって恩恵をこうむっている現世代の責任である。これは，一般に世代間の公平性の

原則として知られているものである。この原則を満たし，将来の世代の健康や環境にとって悪

影響を及ぼさないようにする処分方法として考えられているのが地層処分である。 

                                                   
2-2）ここでいう放射性廃棄物管理に相当する英語は，「waste management」である。特定の方法に基づく「control」と
いう意味での管理ではなく，含まれる対策をより包括的に示す概念である。 
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ここでは，国際的に議論されてきた放射性廃棄物対策の基本原則，地層処分の選択肢として

の合理性，地層処分計画に求められる要件などを説明し，これらを背景としてわが国の地層処

分計画がこれまでどのように進められ，今後どのように進められようとしているかについて述

べる。 

なお，国際的な議論については，英文で書かれている情報を正しく解釈できることが重要で

あり，これを適切な日本語で表現することに特に留意した。 

 
2.3.1 放射性廃棄物管理の基本的考え方 

（1）基本原則 
IAEA は，放射性廃棄物管理について基本原則を示している（IAEA，1995；付録－3 参照）。
このなかで，放射性廃棄物は，人間の健康の防護や環境保護に対する受容可能なレベルを保証

するような方法で管理されなければならない（原則 1及び 2）とし，「受容可能なレベル」につ
いては倫理的観点から，将来世代の健康に対して予想される影響は，現在受け入れられている

影響のレベルよりも大きくならないように管理されなければならない（原則 4）としている。
原則 4に関連して，さらに，放射性廃棄物の管理にあたっては将来世代に対して過度の負担を
強いることのないように対策を施さなければならない（原則 5）とし，原子力の恩恵をこうむ
っている現世代が，将来の世代や環境の防護のためにとるべき対策の基本的指針を示している。 

原則 4については，長期間の時間スケールにわたって放射性廃棄物の完全な隔離を保証する
のではなく，人間の健康に対して受け入れることのできない影響が生じないことを確かなもの

とすることを合理的に達成することが意図されている。 

原則 5に関し現世代の責任において果たすべきこととして，放射性廃棄物管理のための技術

開発，施設の建設・運転，費用の確保や十分な管理計画の策定を行うことが挙げられている。

しかし，必要とされれば，例えば処分場に関する制度的管理（institutional control，脚注 2-2）参
照）のような限られた範囲の活動については，将来の世代に引き継がれることもあり得ること

が併せて示されている。このような制度的管理の手段としてはモニタリング（5.4 参照）や記
録の保存（5.7 参照）などが挙げられる。放射性廃棄物の処分の実施やその時期に関する決定
は，例えば適切なサイト 2-3）の存在可能性，そのサイトへの処分施設の受け入れ可能性や技術

的な開発状況，最終的に処分を行うまでの貯蔵管理の履歴など，科学的，技術的，社会的及び

経済的要因に依存する。 

さらに，仮に将来世代が長期間の制度的な手段や行為（例えば，処分場のモニタリングや処

分場閉鎖後における廃棄物の回収，記録の保存など）をとることを決定するかもしれないとし

ても，放射性廃棄物の管理は，可能な範囲で，安全性に関する要件としてこのような制度的手

段や行為に依存すべきではないとされている。 

                                                   
2-3）本書では，最終処分施設を建設することが可能と考えられる場所を幅広く意味する語として「サイト」を用いて

いる。「サイト」は様々なサイト環境条件を有しており，ある特定の地域を指すものではない。特定の地域を意味

する「最終処分施設建設地」及び「応募区域」とは別の語として使い分けている。 
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（2）環境及び倫理的基盤 
前項（1）で述べたように，放射性廃棄物管理の基本原則において，倫理的側面はその重要
な支柱となっている。 

経済協力開発機構原子力機関（OECD/Nuclear Energy Agency （NEA）：以下，「OECD/NEA」

という）は 1994 年にワークショップを開催し，放射性廃棄物の地層処分に関する環境面及び
倫理面の課題について議論を行っている（OECD/NEA，1994）。この成果は，放射性廃棄物管
理委員会（Radioactive Waste Management Committee：RWMC）の集約意見として報告された
（OECD/NEA，1995a）。 

ワークショップでは公正さと公平性に焦点をあてて倫理的側面が検討され， 

• 

• 

• 

• 

• 

廃棄物発生者は，将来世代に過度の負担を課さないよう，これらの物質について責任を

もつとともにそのための方策を準備すべきである， 
廃棄物については，人間の健康と環境に対して容認できる防護水準を保証し少なくとも

今日容認されている安全水準を将来世代に与えるように管理すべきであり将来世代の健

康や環境へのリスクを軽視する理由はない（2.3.1（1）で述べた IAEAの基本原則 4参照）， 
廃棄物管理の方策は，不明確な将来に対して安定した社会構造や技術の進展を前提とし

てはならず，人間が関与する能動的（active）な管理（control）に依存しない受動的（passive）
に安全な状態を残すことを目指すべきである， 

といった意見の集約をみている（核燃料サイクル開発機構，1999e）。将来の科学技術の発展に

期待しつつ人間が直接手を下して管理を続けることは，将来世代の経済的負担も含め，解決の

先送りであるとされた。 

このような議論は次のような二つの原則としてまとめられている。 

世代間の公平性：将来世代へのリスクと負担に関する問題とそれに対する解決の義務を

将来の世代に先送りしないことは，現在の世代の責任である。 
世代内の公平性：環境問題の解決にあたり，現在の世代内において有限な資源を消費す

る際にはそれが意味のあるものとなるように保証することが重要である。このため，考

えられる解決策をとった場合の潜在的な影響を相対的に考慮するとともに，それをどの

ように進めるかについての意思決定には，社会全体がかかわり公正で公開された方法で

行われるように配慮しなければならない。 

世代間の公平性の原則は，1992年の環境と開発に関する国連会議（United Nations Conference 

on the Environment and Development：UNCED）で採択されたリオ・デ・ジャネイロ宣言及びAgenda 
21 に示され広く知られている持続可能性あるいは持続的発展の原則に関連している（UN, 
1992）。持続可能性とは，将来世代が彼らの要求に見合う行動をとるうえで制約とならないよ
うに，現世代の要求を満足することを意味している。リオ・デ・ジャネイロ宣言及び Agenda 21
によって，一国及び世界的なレベルでの環境に対する戦略的思考についての現在の方向性が与
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えられ，持続可能性と予防原則の考え方が国際的な環境政策の中に確立されることになった。

予防原則というのは，持続可能性の確保という観点から，その影響が十分に理解され，受け入

れられるものでない限り，環境を悪化させるような新たな活動を実施すべきではないという考

え方である（つまり，「誤っても注意深く行動する」という考え方）。 

前述した OECD/NEA の集約意見では，長寿命放射性廃棄物に関する将来世代に対する責任

は，監視と長期間にわたる責任を必要としそのため安定した社会の存続を前提とする永続的な

貯蔵より，最終処分によってよりよく果たすことができると結論づけている。併せて，最終処

分の方法として現在最も好ましいと考えられるのは地層処分であるとしている。 

世代間の公平性に関する OECD/NEA の最近の議論では，ただ将来世代に問題を先送りしな
いということのみならず，彼らの意見を排除しない，あるいは彼らの意思決定の自由を奪わな

いように配慮すべきであるということが論点となっている。これは，KASAM（Swedish National 
Council for Nuclear Waste）によって最初に提起されたものである（KASAM，1988）。 

専門家の社会においては，適切に立地，設計，建設，操業，閉鎖，廃止措置がなされた地層

処分場は，世代間の公平性を確かなものとするという目的にかなったものであるという合意が

得られている（OECD/NEA，1999a）。実際にこれは，将来の人々に対して追加的な行動や資源
の配分を求めることなく，受動的な方法によって安全性を確保するという持続可能性を満たす

解決法である。一方で，地層処分を選択すること自体，将来の世代に対する他のオプションを

閉ざしてしまうことになるのではないかという別の疑問を生ずるかもしれない。放射性廃棄物

の回収に関する技術的可能性は処分場が閉鎖された後であっても維持されているという事実

（2.3.4（2）参照）は，地層処分が将来の選択肢に対して決定的な制約とはならないことを意
味している。これに対し長期貯蔵は明らかに世代間の公平性の原則を満たさない。 

また，地層処分の長期的安全性に関しては多くの不確実性が伴い，これは予防原則に反する

という指摘がある。この背景にある議論は，科学的な疑問に対して答えが用意されない限り社

会は拙速に処分を実施すべきではないということである。 

このような状況を解決するうえで有効なものとして二つの議論がある。まず世代内の公平性

の原則は，現在の資源が公正に用いられるべきことを求めている。したがって，明らかに優れ

た解決策があれば，ただそれを改良するために資源を投入することが唯一正当化されることで

ある。すでに述べたように，科学技術の専門家の間では地層処分が現在最も有力な方法である

との見解が示されている。しかし実際に地層処分を実施するとなると，社会的要因や他の選択

肢を考慮してさらに検討を行い，この見解が社会全体で共有されるものとなることが必要であ

る。多くの国で現在資源が投入されているのはこの領域である。 

第二の議論は，倫理的観点を説明するための方法として，計画を一気に進めるのではなく段

階的に進める（step-wise approach）という考え方をとるというものである（OECD/NEA，1995a）。
各段階において安全性が高められ将来への負担は軽減されていくが，重要な意思決定はそれを

必要とする時期に居合わせる世代に委ねられる。このような段階的進め方については，2.3.4で
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述べる。 

 
2.3.2 高レベル放射性廃棄物の地層処分 

処分とは，放射性廃棄物管理の最終的措置として，回収の意図をもたず放射性廃棄物を人間

の生活環境に影響の及ぶおそれのないようにすることである。 

高レベル放射性廃棄物の放射能は減衰しながらも長期間にわたって存続し，安全性を確保し

なければならない期間が長期にわたるため，人間が関与する能動的な管理方法を前提としてこ

れを保証することはできないと考えられている。したがって，その処分においては，モニタリ

ングや処分施設の維持，あるいは制度的管理など人間が積極的に関与する手段に依存しない受

動的なシステムによって処分場を閉鎖した後の長期安全性を確保することを目指している。 

このような技術的な要求を満たし，2.3.1（2）で述べた倫理的観点に配慮して将来の世代の
健康や環境に害を与えないことが確信できるような方法として，高レベル放射性廃棄物を地下

深部に処分する方法（地層処分）が選択され，その実現に向けて各国で努力が続けられている

（OECD/NEA，1999a）。地層処分は，また，国際的な法制上の観点からも受け入れられるもの
とされている（IAEA，1997）。 

一般に地下深部は長期間にわたって安定で，地表に比べて人間活動や自然現象の影響を受け

にくい，還元性の環境にあり腐食や溶解が進みにくい，物質を運ぶ媒体となり得る地下水の動

きが極めて遅いといった特徴を有し，高レベル放射性廃棄物の安全な隔離に適しているという

ことができる。このことは，例えばアフリカのガボン共和国にあるオクロ鉱床で，20億年前に
自然に核分裂反応が生じた結果生成した放射性核種が，長い時間を経た後にも発生した場所か

らほとんど移動していない（例えば Curtis et al.，1989）という事実や，約 13億年前に形成され
たカナダのシガーレイク鉱床では今日までウランが安定に保存されている（例えばMiller et al.，
1994）ことからも類推されている。また，地下深部は，人間による意図的な侵入の可能性を大
きく制限するとともに，不注意による人間の侵入の可能性を極めて低いものに抑えることがで

きる。 

 
2.3.3 地層処分に関する放射線防護原則 

放射性廃棄物の処分の安全確保に関しては，一般論として「濃縮（固化）・閉じ込め2-4）」と｢希

釈・分散｣という二つの基本的な考え方がある（OECD/NEA，1977）。いずれの考え方において
も環境への放射性核種の早期放出又は時間が経過した後の放出が生ずるであろうことから，

IAEAの基本原則 4 に関して言及したように放出をゼロとすることが目標とされている訳では
ない。大気中や水中への早期放出のように環境における「希釈・分散」によって安全に処分す

ることが期待できない放射性廃棄物に関しては，適切な形態に固化され前者の考え方によって

処分する方法がとられるが，この場合でも長期的には「希釈・分散」に移行すると考えられる。

                                                   
2-4）国際放射線防護委員会（International Commission on Radiological Protection：ICRP）では，「濃縮・閉じ込め」
（concentrate and contain）ではなく，「濃縮・保持」（concentrate and retain）という表現を用いている。 
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「希釈・分散」に移行しても人間や環境に有意な影響を与えないようにすることが重要である。

処分場はこのような固体廃棄物を対象とし，その放射能レベルや形態に応じて立地選定や施設

の設計が行われる。 

放射性廃棄物処分場の開発計画は，一般に操業前，操業中及び閉鎖後という大きく三つの期

間に分けられる。放射線の防護を考えなければならないのは，操業中及び閉鎖後の期間である。 

 
（1）操業期間 
操業期間には，廃棄物の埋設施設への搬入，定置，施設の閉鎖のための準備が行われる。操

業期間中の作業は密封線源である固体放射性廃棄物の取り扱いであり，放射線による外部被ば

くに対する防護が主要な課題となる。この間，線源となる放射性廃棄物は管理され，影響につ

いては検証することができることから，国際的な指針や国内法に沿って通常の原子力施設等と

同様の方法により，放射線の防護を実施することが可能である。 

操業期間中の防護目標及び基準に関する基本的な考え方については，通常の原子力施設に対

し IAEAによって示されているもの（IAEA，1996a）が適用可能である。 

• 

• 

                                                  

防護目標 

処分施設の操業による職業人や公衆の放射線被ばく（付録－4参照）は，社会的，経済
的要因を考慮して合理的に達成し得る限り低いものとしなければならない，また，個人の

被ばくは適用される線量限度及び線量拘束値（付録－4参照）を超えないように維持され
なければならない。 

基準（実効線量） 

－ 職業人の被ばく限度：連続した5年間の平均年実効線量限度20mSv；年間の実効線量
限度50mSv 
－ 不特定多数の公衆で構成される決定グループ（付録－4参照）に対する平均推定線量
の限度：年実効線量1mSv 

また，国際放射線防護委員会（International Commission on Radiological Protection：以下，

「ICRP」という）によれば，公衆に対する被ばくについては種々の線源の重畳を考慮し，施設
や操業による線量が線量拘束値0.3mSv/年を超えないように設計されなければならないとされ
ている（ICRP，1997, 2000a）。この線量拘束値は，ICRPのPublication 60（以下，簡略化してICRP60
のように記す）に示されたリスクファクター2-5）（ICRP, 1991）に従えば，死亡と重篤な遺伝的
影響に関する10-5/年のオーダーのリスクレベルに相当する。 

なお，閉鎖後の期間においても何らかの制度的管理が継続している間は，操業中と同様の放

射線防護の考え方を適用することができると考えられる。 

 

 
2-5）ICRP60で見直された値は，ICRP46（ICRP，1985）で用いられた値の約 4倍となっている。 
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（2）処分場閉鎖後 
放射性廃棄物処分に対する主要な関心事は，処分場を閉鎖し制度的管理を止めた後，人間の

健康と環境を長期的にどのような考え方で防護すべきかという点である。処分場が閉鎖された

後，放射性核種が非常に長い時間を経て環境に移行し，遠い将来，その結果として人間の被ば

くを引き起こす可能性が想定される。このような地層処分特有の問題に対し， ICRP26によっ
て示されていた防護体系の考え方（ICRP，1977）の適用性について検討が行われた（OECD/NEA，
1984；ICRP，1985）。 

これらの検討では，地層処分による長期的な影響については，確率は低いながらも線量限度

を超える潜在的な線量をもたらすようなシナリオが考えられ，個人が一定の予測される線量を

受ける確率が1か1に近いと考えられる条件に対して規定される線量限度のみからなる基準に
よって制限することはできないとしたうえで，確率を考慮に入れたすべてのシナリオに起因す

る放射線被ばくによる個人のリスク限度を確立することが適切とされた。また，日常生活で通

常受け入れられているリスクのレベルと比較することによって，およそ10-5/年というリスク
が線量に換算して年間約1mSvに相当することが示されている（脚注2-5）参照）。 

ICRPは，その後の科学的知見の進展等に基づき，原則としてすべての放射線源を対象とした
放射線防護体系をICRP60（ICRP，1991）において示し，これを廃棄物処分に適用するための勧
告として，放射性廃棄物全般にわたる処分方策に関するICRP77（ICRP，1997），長寿命の固体
放射性廃棄物の処分方策に特化したICRP81（ICRP，2000a）をまとめている。 

ICRP60では防護の最適化（付録－4参照）のために線量拘束値の概念が示された。また「潜

在被ばく」の概念（「被ばくが起こる可能性はあるが，起こることは確実ではない」ような被

ばくをいう）が導入され，「通常被ばく」（多少の不確実性はあるものの将来ほぼ発生すること

が確からしいと考えられる被ばく）と対となるものとして定義された。潜在被ばくについては，

ICRP64（ICRP，1993）でより具体的に基本概念や勧告の適用に関する説明が行われている。 

これを受けICRP77では，廃棄物処分の放射線学的影響に対する防護について，線量拘束値約

0.3mSv/年を超えないように最適化を行うことが適切であろうと勧告している。また将来世代の
防護の観点から用いる指標として，通常被ばくに対しては決定グループの構成員に対する年間

の個人線量，潜在被ばくに対しては決定グループ構成員に対する年間の個人リスクを勧告して

いる。 

長寿命放射性廃棄物の処分を対象としたICRP81では，線量拘束値とリスク拘束値の適用に関

し，遠い将来における個人の線量は推定されるのみであり，これらの推定値の信頼性は先にな

ればなるほど低下してくるということに留意する必要があるとしている。特に，一定レベルの

放射性核種が存在している環境下で放射線量の推定値を決定することになる人間の将来の行

動様式を予測するのは困難であり，一般的な想定に基づく以外，これを設定することは不可能

である。したがって，地層処分の影響を表す線量あるいはリスクというのは，およそ数百年を

超えるような将来にわたる健康への影響を確実に予測するための尺度ではなく，処分システム

2-17 



に関する現在の理解に基づいて処分場が受け入れられるかどうかを判断するうえで，適切な基

準と比較するために推定されるものであるとしている。 

ICRP81では，地層処分によって想定される被ばくの状況について，大きく二つのカテゴリー

を考えている。これらは，自然に進む劣化や少しずつ変化するプロセス及び自然の突発的事象

（disruptive scenario）により生じる被ばく（自然過程（natural process））と意図的でない人間侵
入により生じる被ばくである。 

すべての自然過程（火山活動，断層活動などによる突発的事象も含む）に対し，通常被ばく

について線量拘束値0.3mSv/年を上限として適用することを勧告している。これは，10-5/年のオ
ーダーのリスク拘束値に相当するとし，この適用を容認することで潜在被ばくに対する拘束値

を与えている。 

処分場は，このカテゴリーに含まれるプロセスと事象には十分な抵抗性をもつように設計さ

れている。また，定量的な評価に関して，その信頼性に合理的な見通しが得られるように科学

的基礎を準備することが可能である。したがって，このような評価に基づく線量とリスクの計

算結果は，それぞれの拘束値と比較すべきであるとしている。 

人間侵入については，自然過程を表すシナリオのように拘束値を適用することは適切ではな

いとしている。拘束値の代わりに，人間侵入の重要性を判断するための線量レベルを考えるう

えで，それ以下であれば介入（付録－4参照）する必要はなさそうだという現存年線量（付録
－4参照）10mSv程度と，それ以上であれば常に介入を考慮すべきという現存年線量100mSv程
度とを参考とすることができるであろうとの示唆を与えている。 

人間侵入に対して拘束値が適用できない理由として，ICRP81では，人間侵入が防護の最適化

のプロセスを経て構築された地層処分システムによって設けられているバリアを通り抜けて

しまうこと，将来の人間活動の予測に関しては確かな科学的根拠が乏しいか全くないことを挙

げている。一方，人間侵入の可能性を完全に排除することはできないことから，一つ又はそれ

以上の尤もらしい人間侵入シナリオを検討し，その結果に基づいて人間侵入に対する防護の重

要性を判断することが求められる。その判断のための目安として，上述したとおり，拘束値の

代わりに現行の基準における介入レベルの線量を用いることが示唆されている。この考えに従

えば，人間侵入の影響について評価した結果，サイト周辺の住民の線量が介入レベルの線量と

なる可能性がある場合には，人間侵入の発生確率を減らすため，あるいはその影響を制限する

ために必要な措置（例えば，侵入をより困難とする深部への地下施設の設置，頑健（robust）
な設計の採用，立入り制限や核種放出の可能性に対するモニタリングなど能動的な制度的管理，

土地利用制限など受動的な制度的管理等）を，処分場の操業から閉鎖に至る（必要に応じて閉

鎖後の制度的管理が行われる場合にはこれも含め）事業の種々の段階においてとることとなる。 

ICRP81における議論でも強調されているように，安全評価によって推定される遠い将来

（ICRP81では「およそ数百年を超える」とされている）における線量あるいはリスクは，人間
の健康への影響を正確に予測するための直接的な指標ではなく，地層処分システムの性能の評
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価にあたり適切な基準と比較して，その安全性が受け入れられるものかどうかを判断するため

に用いられる尺度である点に留意することが重要である。このことは，OECD/NEAの長期安全
性の評価に関する集約意見（OECD/NEA，1991a），IAEAのBIOMASSプロジェクト2-6）（IAEA，
2003a）においても指摘されている。 

このような観点から，線量拘束値やリスク拘束値を満たしているかどうかの判断においては，

遠い将来になればなる程，こうした基準を参考値と考えるべきであり，単に数値が守られてい

るだけで，あるいは拘束値を上回っているということだけで，安全性を議論すべきではないと

いうICRPの指摘は重要である（ICRP，2000a）。このため，2.3.4（3）で述べるセーフティーケ
ースを総合的に検討したうえで判断がなされることが肝要である。判断は際限のないものであ

ってはならず，自然過程に対して適切な拘束値が満足されており，偶然の人間侵入の可能性を

低減するために合理的な措置がとられ，また工学的，技術的及び管理上の原則が健全に働いて

いれば，放射線防護の要件は満たされていると考えることができるという見解が示されている。 

 
2.3.4 地層処分計画の進め方 

（1）段階的なアプローチ 
2.3.1（2）において，倫理的観点から地層処分計画を段階的に進めるアプローチについて触
れた。 

地層処分計画をどのように段階設定して進めるかについては，各国の国情などに応じて様々

な考え方があるが，一般に計画の完遂には数十年以上の長い期間を要する。このような長い期

間にわたって進められることによって，処分場概念の構築にかかわる作業がもつ新規性や複雑

性，計画に対する社会の受容性の変化，技術的課題や社会的受容性に応えるための注意深い進

め方への要求（2.3.1（2）で述べた倫理的観点への配慮）などに対応することができる。 

段階的なアプローチをとるためには，地層処分計画全体にわたって注意深く行われる技術的

な管理，利害関係者（stakeholder）の関与を確実にするための透明性のある仕組み，さらには，
頑健で柔軟性の高い処分場概念を構築することが必要となる。計画を進めるための具体的方策

に関する基本的考え方は，閉鎖にいたる各段階（stage）においてフェイルセーフなものを目指
すべきであり，かつそのような方策をとることによって，処分計画の根幹となる基本的な安全

概念に妥協を許すものであってはならない。また，将来の世代がその方策を実行しようとした

ときに予定外の負担を必要とするようなことがあってはならず，こうした要件が全体的に調和

したものであることが求められる。 

処分計画の各段階の終了時には，次の段階に進むかどうか，次の段階への要求事項は修正が

必要かどうかについて意思決定が行われる。各段階において達成された計画への信頼性の基盤

については利害関係者間で十分に意思疎通が図られ，次段階における課題解決の方策が明確に

                                                   
2-6）1996年 10月から 2001年 10月までに行われた生物圏のモデル化と評価方法に関する IAEAの国際共同研究プロ
ジェクト（BIOsphere Modelling and ASSessment （BIOMASS） Programme）。三つのテーマで構成され，そのうち
の一つが放射性廃棄物の地層処分の安全評価における生物圏評価を対象としている。 
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示される必要がある。意思決定において計画への信頼の基盤となるのは， 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

地層処分という選択肢の適切性に関する倫理的，経済的，政策的側面についての一般的

な合意， 
技術的な現実性と長期的安全性に関する信頼性， 
組織，法規制の枠組み，計画の進め方に関する信頼性， 

である。技術的な現実性と長期的安全性に関する信頼性は，セーフティーケースによって論じ

られる。セーフティーケースについては，2.3.4（3）において述べる。 

米国研究評議会（National Research Council：以下，「NRC」という）は米国エネルギー省（U.S. 

Department of Energy：以下，「DOE」という）の依頼に基づき，処分場開発における建設，操
業，閉鎖，閉鎖後の各段階を通じてどのように段階設定を行うかを一般的に検討しユッカマウ

ンテン計画（Yucca Mountain Project：以下，「YMP」という）への適用性について論じている（NRC，
2003）。段階設定の方法論として，線形的段階設定（linear staging）と適応型段階設定（adaptive 
staging）を挙げ，処分計画にとってより有効なアプローチとして後者を推奨している。適応型
段階設定は，計画を進めるなかでの体系的な学習，柔軟性，可逆性（reversibility，2.3.4（2）参
照），監査の容易性，透明性，健全性，応答性という七つの属性によって規定されている。計

画の推進者は意思決定ポイントにおいて， 

その時点までに得られた情報の体系的な整理，統合，評価及び適用， 

以前の段階への回帰を含む次段階に関するオプションの明確化， 
オプションとの比較を含む地層処分システムの安全評価に関する検討と更新， 
新たに見出された知見の透明性をもった公開， 
利害関係者との対話の確保， 
上記すべての点に基づく次段階の内容の決定， 
意思決定内容とその理由の周知，普及， 

という作業を行うことが求められる。 

 
（2）可逆性と回収可能性 
地層処分の長期的な安全性は，処分場閉鎖後にとられる行為に依存して確保されるべきでは

ないというのが基本原則であるが，このことは保守や監視を目的とした行為の排除を意味して

いる訳ではない（IAEA，1995；OECD/NEA，1982）。実際，多くの処分場開発計画では，この
ような行為の可能性を視野に入れている（5.6参照）。このような行為にも関連し，また，技術
的情報や政策的要因の変化に対応するため，計画の柔軟性の向上を目的として可逆性

（reversibility）と回収可能性（retrievability）の概念を取り込むことについての検討が行われて
いる。可逆性や回収可能性に関する検討は，段階的な計画の推進を保証し，地層処分に関する

より広範な社会的信頼を獲得するための倫理的な側面として重要であると考えられている

（OECD/NEA，1982，1995a）。ここで，「可逆性」とは，処分場開発計画全体の中のどの段階
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においても，プランや実施自体に関するある特定のステップやいくつかのステップを元に戻す

ことが可能であることを意味する。「回収可能性」とは，定置された廃棄物を物理的に元に戻

すことができる可能性を意味する。 

可逆性と回収可能性の議論は新しいものではない。1982年の OECD/NEA報告書では，それ

までに行われていた検討の多くが放射性廃棄物管理の方針と実施についての技術的な側面で

あったのに対し，放射性廃棄物管理のための政策の背景となるすべての関連原則についてレビ

ューを行い，いかなる選択肢をとるべきかという意思決定の動機に関する議論が展開されてい

る（OECD/NEA，1982）。 

このなかで，処分の方法は受動的であることが基本的な考え方であり，地層処分の安全性は

モニタリングなど制度的な管理に依存して確保されるものであってはならないとして，次のよ

うにその論拠を挙げている。 

将来世代への負担を排除すべきこと。 • 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

長期間にわたる制度的管理を保証できないこと。 
ただし，短期的（このような期間として合意が得られるのは数百年程度と考えられる）

には安全性の確保をより高める手段としてこれを否定するものではない。その場合でも，

制度的管理が必須なものとされるべきではなく，また，将来世代への負担となるような

ものであってはならない。 

また，この 1982年 OECD/NEA報告書では，回収可能性について， 

処分という性格上，本来的に廃棄物を回収する意図はない， 

したがって，閉鎖後の段階に対して回収可能性は前提とはならない， 
ただ，このことは処分施設が開放されている閉鎖前の段階について回収可能性を維持す

べきではないということを意味している訳ではない， 
また，廃棄物を一旦処分すると回収が不可能となるということを意味している訳ではな

い， 

としている。さらに， 

廃棄物のタイプや処分を行う場所によって費用や作業の容易さは異なるが，現在の技術

によって回収を行うことは可能と考えられると判断している， 

とともに 

技術的ではない何らかの理由により処分施設に回収可能性を容易にするような特徴をも

たせる場合には，これによって放射性核種の漏洩の可能性が受け入れられないレベルま

で高くなることがないようにしなければならない， 

ことを示している。 
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以上のような議論は，現在の考え方の根幹をなすものであるが，段階的なアプローチに従っ

た意思決定プロセスによって，実際に処分場の開発計画が進められようとすると，意思決定に

関する可逆性と廃棄物の回収可能性を確保することの重要性が改めて認識される。このような

観点からの議論は，2001年の OECD/NEA報告書（OECD/NEA，2001）において行われており，
その主要な結論は以下のようにまとめられている。 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

廃棄物を安全に管理するための技術的な能力に対する信頼性とともに，意思決定プロセ

スにおける柔軟性に基づき不可逆な決定がなされているのではないということを示すこ

とによって，より広範な公衆の信頼獲得に貢献することができる。仮に地層処分が，そ

の概念自体あるいは特定のサイトにおいて十分な解決法ではないことが判明すれば後戻

りが可能でなければならない。廃棄物管理計画には，このような可能性に対して準備が

できていることを示す必要がある。 
廃棄物管理に関するオプションについての選択権は将来の世代に残されているとはいえ，

この問題を解決するための主要な責任は現世代にある。現世代は，処分場を保守し，そ

の状態をモニターするために必要な努力とこれらの努力の結果として生ずる回収可能性

の容易さとの間のバランスを決定しなければならない。このような決定は，現在の価値

観，倫理的課題に対する解釈，その他，それぞれの国の政治・社会的要請に基づいてな

される必要がある。ただし，意思決定に柔軟性を与えるための手段は，自ら意思決定を

行う自由を含む将来世代の要求に敬意を払うべきであるという倫理的な原則に合致する

ものでなければならない。 
段階的な処分場開発計画に可逆性を持ち込むことによって，科学的知識や技術の進歩を

取り込めるという利点がある。また，国の政策や規制，社会的な態度の変化に対応する

能力を備えることができる。 
廃棄物の回収は，今日考えられているすべての地層処分概念において可能である。しか

し概念によって，回収の容易さ，経済性などに相違がある。 
回収可能性が処分場の開発に関する意思決定を無期限に延ばすための口実となってはな

らない。処分場の閉鎖は，技術的，社会的側面あるいは管理面から重要なマイルストー

ンであり，処分場が期待通りに機能することを合理的に保証するための適切で確かなデ

ータが整えられ，閉鎖に伴う地下のモニタリングの中止と回収可能性の困難さの増大を

許容することに関して充分な公衆の信頼が得られて初めて，実施されるべきである。 
回収可能性に関する技術開発は，今後も継続すべきであり，特にその技術的な信頼性を

高めるために実証を行うことが重要である。また，回収可能性を考慮するのは主に閉鎖

前の期間とすべきであり，技術開発もこの期間に焦点を絞るべきであると考えられる。 
安全で環境に配慮した，経済性も優れている放射性廃棄物の管理を実施するための原則

を示す政策には，投入される資源の価値や他の要因に配慮して，回収可能性をどの程度

まで考慮するかについて明らかにされるべきである。また，これに応じて，資金面，体

制面，規制面での整備が行われる必要がある。 
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（3）セーフティーケースの作成 
地層処分システムの長期的な安全性能を保証する論拠，すなわち安全論拠（セーフティーケ

ース：safety case）は，段階的な意思決定による処分計画の推進に欠かせないものである。 

すでに述べたように処分場の開発はいくつかの段階を経て進められ，それぞれの段階で意思

決定の根拠となる理解度や利用可能な技術的情報のレベルは異なる。このような意思決定にお

いて必要なのは， 

• 

• 

                                                  

その段階に対して適切な信頼性を有するセーフティーケースが作成されていること， 
安全性を損なう可能性がある不確実性に対し，将来の段階においてこれに対処するため

の効果的な方策が示されていること， 

である。 

セーフティーケースの性格や目的については近年活発な議論が行われている。OECD/NEAの

議論では，セーフティーケースは， 

“… a collection of arguments, at a given stage of repository development, in support of the long-term 

safety of the repository. A safety case comprises the findings of a safety assessment and a statement 
of confidence in these findings. It should acknowledge the existence of any unresolved issues and 
provide guidance for work to resolve these issues in future development stages …” 

と定義されている（OECD/NEA，1999b）。この定義では，地層処分に特徴的な閉鎖後長期間の

安全性に関するもの（post-closure safety case）を指しているが，セーフティーケースは処分場の
建設，操業など閉鎖前の活動に対しても同様に定義することができる（pre-closure safety case）。
本書では特に断らない限り，セーフティーケースは post-closure safety caseを意味する。 

NRCの報告書（NRC，2003）でも同様に， 

“… to mean the integrated collection of all arguments that the implementer produces to demonstrate 
safety of the repository to all interested parties. Iterative assessment of the safety case is the fulcrum 
around which decisions are made. …’’ 

とされている。セーフティーケースは処分場の開発計画に関する段階的アプローチに沿って繰

り返し作成され評価されることから，実施主体の活動に方向性を与える管理ツールとしても機

能することを意味している。 

処分場に対するセーフティーケースは，時間的に変化する可能性のある，現実的あるいは計

画に固有の種々の制約条件 2-7）（OECD/NEA，1997a）によって与えられる枠組みのなかで作成

 
2-7）現実的な制約条件（practical constraints）とは，処分場開発計画のあるステージにおいて適用されるものと定義さ
れており，例えば廃棄物管理技術（オーバーパック製造技術など）があげられる。一方，計画に固有の制約条件

（programme constraints）は放射性廃棄物管理計画全体に適用される条件で，自国で発生した廃棄物は自国内の処
分場に処分するといった法規制上の要件などがその例である。 
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される。したがってセーフティーケースの作成手続きは，処分場の計画それぞれによって，ま

た一つの計画内で変わり得るものである。しかし，一般的には次のような手続きで構成される

（OECD/NEA，1999b）。 

まず，次のような内容からなる安全評価を実施する。 

セーフティーケースのための安全確保構想（safety strategy）の作成，サイトと処分場デ
ザインの選定，処分場の性能を評価するための関連情報，モデル及び手法の整備 

• 

• 

• 

• 

上記に基づく性能評価の実施 
性能評価によって示された安全性の信頼性に関する検討 

安全性に関する信頼性が十分でないと判断された場合には，必要に応じ，安全確保構想，サ

イトや処分場デザインの選定，あるいは性能評価手法に関する見直しが行われる。信頼性が十

分と判断されれば， 

安全評価の結果と信頼性に関する記述，次段階以降における課題を取り扱うための方策

をセーフティーケースとして取りまとめる。 

こうして取りまとめられたセーフティーケースは，意思決定者（実施主体，規制当局など）

によるレビューを経て，計画を次段階に進めるかどうかの判断が行われる。 

処分場の性能を解析し長期間にわたる安全性を示す作業は，（閉鎖後）安全評価と呼ばれる。

安全評価では，処分場から放射性核種が移行すると想定されるような状況はどのようなものか，

またその発生の可能性はどの程度か，仮に放射性核種の移行が生じた場合，人間と環境にどの

程度の影響を及ぼす可能性があるかといった点について検討を行う。この際，処分場サイトの

有する地質学的な特徴や設計された安全機能が，放射性核種の移行低減に如何に寄与するかに

ついて明らかにする必要がある。このため，必要なデータの収集とともにモデル開発が行われ，

安全性に関する解析が実施される。安全評価は，地層処分計画のなかで繰り返し行われ，これ

によってセーフティーケースの改良が行われる。安全評価の具体的な内容については，第 6章
において述べる。 

セーフティーケースは，安全評価に含まれるような定量的な解析だけでなく，処分場性能の

評価におけるデータや不確実性などの包括的な分析，例えば人工物や天然にみられる類似現象

のような他の独立した証拠に基づく考察を含むものである（このような多面的な検討は

“multiple lines of arguments”と呼ばれる）。また，セーフティーケースが意思決定の材料となる
ことを考えれば，これによって，すべての利害関係者に透明性のある理解しやすい形で，安全

性がどのように達成されているか，システムの動きに関する科学的知識の限界がもたらす不確

実性にどのように対処しているかなどが説明されることが必要である。 

セーフティーケースの作成にあたっては，地層処分計画の進展に伴って蓄積される情報（例

えばサイトの地質環境）や最新の科学的知見を取り込むことによって信頼性の評価と強化を反

復的に進める必要がある。安全性に関する信頼性の議論は，適切なサイトの選定と処分場の設
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計に基づく地層処分システムの固有の性能（6.2.2（1）参照）の確保とそのシステム性能を評
価するための方法論及び評価結果について行われる必要がある。このような議論には，例えば

提案された処分システムの概念，地層処分システムに関するデータや知識，安全評価手法，性

能評価モデル，性能評価解析とセーフティーケース，デザインやサイト調査へのフィードバッ

ク，それぞれについての信頼性が含まれる（OECD/NEA，2002）。 

安全評価によって示されることとなる安全性に対する信頼性を検討するための手法として

は，例えば感度解析を利用することができる。不確実性が安全評価の結果に及ぼす影響につい

て感度解析を行い，示された安全性が想定される不確実性に対して許容可能かどうかを判断す

る。 

こうした不確実性に対する評価に基づき，必要であれば安全性に対する信頼性を高めること

を可能とする手段が存在する。このような手段とは，システム概念の頑健性の向上（より適切

なサイトや処分場デザインの採用），安全評価能力の質とその適用に関する妥当性の向上，安

全性にかかわる課題を扱うための適切な方策を明示することである。 

 
2.4 わが国の地層処分計画 

2.4.1 地層処分計画の進展 

（1）基盤的研究開発の段階 
わが国の高レベル放射性廃棄物対策については，1976年に原子力委員会により地層処分に重
点を置く旨の目標と所要の研究開発方針（原子力委員会，1976）が示され，これに沿って動力
炉・核燃料開発事業団（現サイクル機構）などの機関によって研究開発が進められた。1980年
には，研究開発を（i）可能性のある地層の調査，（ii）有効な地層の調査，（iii）模擬固化体現
地試験，（iv）実固化体現地試験，（v）試験的処分という五つの段階に区分し，各段階の成果を
ふまえながら順を追って進めることが基本方針として示された（原子力委員会放射性廃棄物対

策専門部会，1980）。この方針に沿って進められた「可能性のある地層の調査」に基づいて， 

「・・・具体的には，我が国における「有効な地層」としては，未固結岩等の明らかに適正

に劣るものは別として岩石の種類を特定することなくむしろ広く考え得るものであるこ

とが明らかになった。即ち，同一種類の岩石においても，それが賦存する地質条件によっ

て地層処分に対する適性にはかなりの差が認められることから，岩石の種類を特定するの

ではなく，むしろその地質条件に対応して必要な人工バリアを設計することにより，地層

処分システムとしての安全性を確保できる見通しが得られた。・・・」 

とされ，これを受けて第二段階以降の進め方についての見直しが行われた（原子力委員会放射

性廃棄物対策専門部会，1984）。その結果，すでに終了した第一段階を含め，（i）可能性のある
地層の調査，（ii）処分予定地の選定，（iii）処分予定地における処分技術の実証，（iv）処分場
の建設・操業という四段階の開発手順が採用されることになった。 

1989年には，それまでの研究開発の成果を適切な時期に報告書として取りまとめ，情報提供
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を積極的に行うとともに，さらにこれを国が評価することなどを通じて，地層処分についての

国民的理解を得つつ進め，地層処分の円滑な実施を目指すこととされた（原子力委員会放射性

廃棄物対策専門部会，1989）。この報告書により，地層処分による安全確保の要件として「地
下水接触の抑制」，「溶出・移動の抑制」，「環境安全の抑制」が示され，「性能評価研究」，「処

分技術の研究開発」，「地質環境条件の調査研究」という研究開発の重点項目が明らかにされた。

また，これらのうち「性能評価研究」を中心として研究開発を進めることも併せて示されてい

る。 
1992年，動力炉・核燃料開発事業団は国の方針に沿って進められてきたそれまでの研究開発
の成果に基づき，わが国における地層処分の技術的可能性に関する総合的な取りまとめ（以下，

「第１次取りまとめ」という）を行った（動力炉・核燃料開発事業団，1992a）。第１次取りま
とめでは， 

• 

• 

• 

わが国においても，地下深部には，地層処分の観点からみて長期間にわたり安定な地質

環境が存在し得る， 
処分場は現在利用可能な工学技術によって適切に設計・施工し得る， 
地層処分の長期的安全性は，多重バリアシステムのうち，主に廃棄物の近傍（ニアフィ

ールド）にあるバリアの働きによって確保できる可能性がある， 

と結論され，総じてわが国における地層処分の技術的な可能性が示されている。最後の点は，

安定な地質環境を確保したうえで，わが国の複雑な地質環境を考慮したセーフティーケースの

作成を行うため，「性能に余裕を持たせた人工バリアを中心としたニアフィールドに焦点をあ

てたアプローチ」をとるという基本的な考え方を与えるものである。 

第１次取りまとめに対して当時の原子力委員会放射性廃棄物対策専門部会は，地層処分の技

術的な可能性が提示されたものと評価し，その後の研究開発の進め方を 1993 年に明らかにし
ている（原子力委員会放射性廃棄物対策専門部会，1993）。特に地質環境に関する情報は基本
的に既存の公開されている文献に依拠しており，以降の研究開発においてフィールド調査や試

験による情報の充実が求められた。 

これを受け，サイクル機構は，原子力委員会バックエンド対策専門部会報告書（原子力委員

会原子力バックエンド対策専門部会，1997）に従って関係機関の協力のもとに「わが国におけ
る高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性―地層処分研究開発第２次取りまとめ－」

（核燃料サイクル開発機構，1999a~e；以下，「第２次取りまとめ」という）を作成し，1999年
11 月 26 日に原子力委員会に報告している。第２次取りまとめでは，釜石鉱山を利用した原位
置試験，東濃鉱山やその周辺地域における試験研究，全国を対象とした天然現象（火山・火成

活動，地震・断層活動，隆起・沈降・侵食）に関する事例研究や諸外国の地下研究施設を利用

した国際共同研究によって地質環境に関する実測値に基づく情報が整備された。また，第１次

取りまとめによって示された「性能に余裕を持たせた人工バリアを中心としたニアフィールド

に焦点をあてたアプローチ」は，第２次取りまとめにおけるセーフティーケースの作成にあた

っても踏襲されている（核燃料サイクル開発機構，1999a，1999d；Umeki，2000）。その結果， 
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結論として，これまでの研究開発により， 

• 

• 

• 

地層処分概念の成立に必要な条件を満たす地質環境がわが国に広く存在し，特定

の地質環境がそのような条件を備えているか否かを評価する方法が開発されたこ

と， 
幅広い地質環境条件に対して人工バリアや処分施設を適切に設計・施工する技術

が開発されたこと， 
地層処分の長期にわたる安全性を予測的に評価する方法が開発され，それを用い

て安全性が確認されたこと， 

といった地層処分の技術基盤が整備された。 

また，研究開発施設としてすでに ENTRY2-8）や QUALITY 2-9）が活用されており，さら

に超深地層研究所（岐阜県瑞浪市）計画や現在北海道及び幌延町に申し入れている深地

層研究所（仮称）（北海道幌延町）計画 2-10）が進むことにより，事業化に向けたスケジュ

ールと整合をとりつつ，次段階の研究開発を展開していくことが可能な状況となる。 

以上のことから，サイクル機構としては，わが国においても地層処分を事業化の段階

に進めるための，信頼性のある技術的基盤が整備されたものと総括した。 

とされた（核燃料サイクル開発機構，1999a；脚注は本書において付記）。 

第２次取りまとめは，原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会によってレビューを受

け，「バックエンド対策専門部会報告書に示された技術的重点課題等が適切に達成され，その

技術的信頼性が示されている」と評価されている（原子力委員会原子力バックエンド対策専門

部会，2000c）。また，第１次取りまとめとは異なり，その作業の途中段階で進捗状況をドラフ
トとして原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会に報告して評価を得るとともに広く

公開し，様々な関連分野の専門家の意見が取り込まれた。また，OECD/NEAのレビューを受け
国際的なレベルでの技術的信頼性の確保が図られている。 

このようにみると，2.3.4（1）で述べたような「段階的アプローチ」に関する現在の概念は

確立されていなかったものの，最終処分法の公布による実施段階以前においてもわが国の地層

処分計画は段階的に進められてきたということができる。研究開発は，サイトや岩種を特定せ

ずわが国で一般的に認められる幅広い地質環境を対象としたジェネリックな方法で進められ，

その集大成として第２次取りまとめが公表された。第２次取りまとめは，幅広い地質環境を対

象としてわが国における地層処分の成立性に関する技術的な信頼性を概括的に示し，処分予定

                                                   
2-8）サイクル機構の東海事業所にある「地層処分基盤研究施設」を指し，地層処分で想定される様々なプロセスにつ

いて放射性物質を用いずに試験を行い基礎データ等を取得するための施設。 
2-9）サイクル機構の東海事業所にある「地層処分放射化学研究施設」を指し，主に地下深部の環境を模擬して放射性

物質の移行挙動に関する基礎データ等を取得するための施設。 
2-10）2000年 11月 16日に，北海道及び幌延町とサイクル機構の間で「幌延町における深地層の研究に関する協定」
が締結され，研究開発が開始されている。 
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地の選定や安全基準策定の技術的な基盤を提供したものである。わが国は変動帯に位置し，地

層が複雑であるということは一般によく知られている。地層処分計画を進めていくうえでは，

まず，こうした地質学的条件においても地層処分は技術的に成立し得るかという疑問に答える

ことが最も重要な課題となる。1989年の原子力委員会報告書に示された研究開発のアプローチ
は，このような技術的課題に応えるためにとられたものである。地層処分計画の初期の段階に

おける基盤的な研究開発は，以降の段階の基礎を築くという観点から極めて重要な役割を果た

してきている。 

 
（2）処分実施の段階 
（i）事業化に向けた検討 
高レベル放射性廃棄物処分の事業化に向け，原子力委員会は，1995年に高レベル放射性廃棄
物処分懇談会を組織した。主として社会経済的な側面からの検討が行われ，地層処分に関する

認識の向上を目指すとともに，情報公開のあり方，費用の確保や実施主体設立の考え方，信頼

性と透明性を備えた諸制度の整備，処分予定地の選定などに関する提言が行われた（原子力委

員会高レベル放射性廃棄物処分懇談会，1998）。また，通商産業省（現経済産業省）総合エネ
ルギー調査会（現総合資源エネルギー調査会）原子力部会（以下，「原子力部会」という）で

は，処分費用，処分の実施に求められる要件，実施主体のあり方，費用の安定確保策などにつ

いて検討が行われている（総合エネルギー調査会原子力部会，1999）。 

 
（ii）最終処分法の概要 
上述した事業化に向けての検討や技術的基盤となる第２次取りまとめの成果をふまえ，2000
年 6月に最終処分法が公布された。最終処分法は，原子力発電所の運転に伴って生じた使用済
燃料を再処理することによって発生する高レベル放射性廃棄物の最終処分を，計画的かつ確実

に実施することを目的として制定され，処分実施主体の設立，最終処分費用の確保・拠出制度

の確立，三段階の処分地選定プロセス等をその内容としている。また，高レベル放射性廃棄物

は地下 300m以上の深さの安定な地層中に処分することが定められている。 

最終処分法に基づき，処分実施主体として原環機構が 2000 年 10 月 18 日に設立された。ま

た 2000年 11月には，原環機構が行う処分地の選定経過や選定の理由等業務の透明性の確保等
について提言，評価を行うことを目的として，原子力部会の下に「高レベル放射性廃棄物処分

専門委員会」が設置されている。 

国においては，最終処分に関する基本方針及び処分計画（以下，それぞれ「国の基本方針」，

「最終処分計画」という）を，原子力委員会，原子力安全委員会の意見を基に，経済産業大臣

が策定することとなっている。国の基本方針には，処分実施主体は安全の確保を旨として計画

を進め，適切な情報公開により計画の透明性を確保するとともに，概要調査地区等の選定にお

いて関係住民等の理解と協力を得るよう努めることとされている（通商産業省，2000a）。また，
最終処分を多重バリアシステムによって実施すること，原子力委員会の意見に基づく技術開発

の進め方（後述の（iv）参照）などが示されている。最終処分計画では，平成 20年代前半を目
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途に精密調査地区，平成 30年代後半を目途として最終処分施設建設地を選定し，平成 40年代
後半を目途として最終処分を開始すること，最終処分施設の規模を 4万本以上とし年間約 1,000
本のガラス固化体を最終処分できる能力とすることなどが記されている（通商産業省，2000b）。 

発電用原子炉設置者は，経済産業大臣が決定した拠出金額を，処分実施主体である原環機構

に対して拠出し，処分実施主体は拠出金に見合った高レベル放射性廃棄物の処分を行うことと

なっている。なお，納付された拠出金の管理等の透明性を確保する観点から，別途，経済産業

大臣が指定した「（財）原子力環境整備促進・資金管理センター」（以下，「原環センター」と

いう）が拠出金を運用・管理することになっており，処分実施主体は必要なときにそれを取り

戻すこととなっている。 

処分地の選定は，概要調査地区の選定，精密調査地区の選定，最終処分施設建設地の選定と

いう三段階の選定プロセスによって，選定の際の調査・評価事項等を明確にしながら進めるこ

ととなっている。まず文献調査を基に概要調査地区が選定され，選定された概要調査地区にお

いてボーリング調査等による地表からの調査が実施された後，その調査結果を基に概要調査地

区の中から精密調査地区が選定される。選定された精密調査地区において地下の測定及び試験

を行う施設を利用したさらに詳細な調査が実施され，その調査結果を基に最終処分施設建設地

が選定されることになっている。これら概要調査地区等の選定にあたっては，経済産業大臣が

都道府県知事，市町村長の意見を聴き，十分に尊重して行うこととなっている。安全規制に関

しては，別に法律を定めることとされている。 

 
（iii）安全規制に関する検討 
安全規制に関しては，原子力安全委員会によって基本的考え方が示されている（原子力安全

委員会，2000b；以下，「第 1 次報告」という）。このなかで，安全確保の原則として，長期的
に安定な地質環境を選定するなど，常に長期的な観点から安全性に影響が及ぶおそれのある因

子に配慮しつつ，安全確保のための対策（サイト選定，工学的対策）を講ずる必要があること，

また，処分場の設計・処分に係る事業許可申請以降，処分事業の各段階において安全確保対策

の妥当性の確認が必要であり，これらの安全確認のうち最も早い段階で行われる事業許可申請

時の安全確認は安全評価によって行うことが挙げられている。 

このため，実施主体による最終処分施設建設地の選定に続いて，処分場の設計・処分に係る

事業許可申請以降，事業廃止に至るまで，各段階に対応した安全確保方策を講ずる必要があり，

原子力安全委員会は，安全基準・指針等の策定を行うとともに，各段階において適切に関与す

ることが重要であるとされている。具体的には，実施主体による精密調査地区選定開始時期ま

でに，処分場の設計要件，安全評価に係る安全指標，基準値，安全評価シナリオ等を定めた「安

全審査基本指針」を策定，また新しい知見を適宜取り入れ，安全審査開始前までに「安全審査

指針」及び「処分場の技術基準（建設～事業廃止）」を策定することとなっている。 

安全確保のための対策については，多重バリアシステムが長期にわたって所期の性能を発揮

できるよう，地質環境等において適切な環境要件を満たす処分地が選定されることが重要であ
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るとされている。 

処分場の設計・処分に係る事業許可申請時における安全評価については，地層処分の安全性

に影響を及ぼすと思われる種々の現象を考慮した解析を行い，一般公衆に対する評価線量が基

準値を超えていないこと等を確認することが基本であるとし，今後国際動向をふまえた指標及

び基準値が設定されることとなっている。 

安全評価の結果が確実に担保されるように建設，操業，閉鎖，管理及び事業廃止の各段階に

おいて「安全確認」を行うことが重要であり，各段階に応じたモニタリングや巡視・点検等を

実施することが必要であるとしている。特に，処分場の閉鎖に際しては，建設・操業段階に得

られたデータを追加して安全評価の結果が妥当であることの確認を行うこととし，妥当性を確

認するまでの期間は，高レベル放射性廃棄物の回収の可能性を維持することが重要であるとし

ている。 

前記第 1次報告で示された安全確保のために処分地に要求される環境要件の在り方に基づき，

原子力安全委員会特定放射性廃棄物処分安全調査会は，「高レベル放射性廃棄物処分の概要調

査地区選定段階で考慮すべき環境要件について」を取りまとめている（原子力安全委員会，

2002）。これは，概要調査地区を選定する際に，文献調査によって明らかに処分地として不適
切であると考えられる要件を示したものである。なお，概要調査あるいはそれ以降の調査結果

を基に判断することが適当と考えられる事項や，処分施設の設計・施工との関連において検討

すべき事項については環境要件とはしないとの考え方がとられている。環境要件を予め提示し，

概要調査地区選定に際しての判断の根拠を示すことは，選定プロセスの透明性を高めるととも

に，必要な安全確保に関する検討を着実に進めるうえでも重要であるとしている。 

これらの環境要件は，概要調査地区の選定にあたって原環機構が作成した公募資料「概要調

査地区選定上の考慮事項」（原子力発電環境整備機構，2002a）に反映されている。 

総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会のもとに設置された廃棄物安全小委員会で

は，高レベル放射性廃棄物処分の安全規制の在り方や安全規制の内容について検討を進めてき

ており，高レベル放射性廃棄物処分の安全規制の基盤確保についての審議結果を報告書として

取りまとめている（総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会，
2003）。この報告書では，安全規制制度の検討に先立ち，今後調査を進めるべき研究課題と研
究を実施し規制機関を支援する体制について提言が行われている。 

 
（iv）研究開発 
実施の段階においては，段階的に選定されていく特定のサイトの環境条件に関する情報に基

づいて，そのサイトの適切性や処分場のデザインの検討，安全評価などが実施され，セーフテ

ィーケースが繰り返し作成される。このための科学技術的基盤や実行可能な技術を継続的に整

えるうえで研究開発の枠組みを確保しておくことが必要である。このような研究開発の必要性

を考慮し，原子力委員会は国や関係機関，実施主体の役割に関する方針を示している（原子力
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委員会，2000）。これによれば，最終処分事業の安全な実施，経済性及び効率性の向上等を目
的とする技術開発は実施主体が担当，国及びサイクル機構などの関係機関は最終処分の安全規

制，安全評価のために必要な研究開発や深地層の科学的研究等の基盤的な研究開発及び地層処

分技術の信頼性の向上に関する技術開発等を進めていくものとしている。 

このような方針に従い，原環機構は，処分場のサイトとしての適切性を評価するための技術

やそのサイトの環境条件に対応した最適な処分場の設計，安全性の評価を行うためのアプロー

チ，方法論など技術的基盤の開発に着手している。これについては，第 7章で述べる。 

 
（3）処分計画の進め方に関する国際的な議論との調和 
わが国の地層処分計画は，1999年に公表された第２次取りまとめによって示された技術的基
盤に基づき，2000年 6月の最終処分法の公布をもって，それまでの基盤的な研究開発の段階か
ら実施の段階へと移行した。第２次取りまとめまでの 25 年に及ぶ基盤的な研究開発の段階に
おいては，第１次取りまとめ及び第２次取りまとめによって研究開発の成果を概括的に取りま

とめ，技術的な信頼性が段階的に高められている。このような処分計画の進展は，2.3.4（1）
で述べた段階的な計画推進の概念の萌芽とみることができよう。 

2.4.1（1）で述べたように，第２次取りまとめでは，その途中段階においても作業の進捗状
況を公開し広く専門家から意見を求めるとともに，OECD/NEAのレビューを受けて国際的なレ
ベルでの技術的信頼性の確保が図られ，わが国の特徴を考慮した地層処分概念が国際的な考え

方とも整合のとれたものであることが確認されている。また，第２次取りまとめの最終報告書

に対する原子力委員会バックエンド対策専門部会のレビューについても広く意見が求められ

た。このようなプロセスをとることによって，地層処分計画の透明性と利害関係者のかかわり

に配慮されていることは，倫理的観点（2.3.1（2）参照）や段階的アプローチ（2.3.4（1）参照）
の適用にあたって不可欠の要素が取り込まれているということができる。 

最終処分法に示されたサイト選定の進め方は，段階的アプローチが明示的に適用されたもの

である。このように日本の地層処分事業の進め方は，国際的な議論と調和のとれたものである。

加えて，最終処分施設の設置可能性を調査する区域については全国を対象として公募方式がと

られている（2.4.3（2）参照）。このアプローチの背景は地層処分計画の進め方に関する国際的
議論や動向を考慮したものである。 
 

2.4.2 地層処分による安全確保の考え方 

2.3.2に述べたように，地下深部は高レベル放射性廃棄物を長期にわたって安全に隔離するう
えで好ましい条件を有している。わが国における地層処分概念は諸外国と同様，地質環境が本

来的に有する天然バリアとしての機能と人工バリアを組み合わせた多重バリアシステムに基

づくものである。しかし，2.4.1（1）で述べたように，サイトや岩種を特定しない研究開発段
階では，日本の地質学的な特徴を考慮して，安定な地質環境を確保したうえで性能に余裕を持

たせた人工バリアを中心としたニアフィールド性能に焦点をあててセーフティーケースの構
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築を行うというアプローチがとられている（核燃料サイクル開発機構，1999a，1999d；Umeki，
2000）。 

この安全確保構想では，地層処分システムに著しい影響を与えるような天然現象や人間侵入

はサイトを適切に選定することによって基本的には排除される。また，サイト選定によって人

工バリアの設置環境として好ましい条件，天然バリアとしての機能を確保する。人工バリアを

含む処分施設は，サイトの地質環境を考慮して，期待される機能を発揮するよう適切に設計・

施工される。このようなサイト選定，設計・施工による対策によって，処分場には長期間にわ

たって受動的に働く固有の性能（6.2.2参照）が確保される。一方，安全評価では，こうして構
築された処分場について，想定される将来の様々なシステムの状態に対して固有の性能がどの

程度頑健であるかを，ニアフィールド性能を中心として示し安全性の確認を行う。 

第２次取りまとめにおいて設計と性能評価の参照ケースとして設定したレファレンスシス

テムは，炭素鋼オーバーパックに封入されたガラス固化体の周囲にベントナイトを主成分とす

る緩衝材を充填することによって形成される人工バリアを，安定な地質環境を有する地下深部

の岩盤に設置するというものである（核燃料サイクル開発機構，1999a）。それぞれのバリアに
期待される安全機能については，第 6章を参照されたい。このようなシステムを構築すること
によって，システム全体のバリア性能の主要な部分はニアフィールドによってもたらされ，天

然バリアはその性能をさらに確かなものとする役割を担っている。 

実際にサイトが決定されれば，そのサイト環境条件を考慮してサイトに固有の最適な安全確

保構想が作成され，安全面，経済面などから合理的と考えられる人工バリアが設計される。第

２次取りまとめのレファレンスシステムとそれに基づくセーフティーケースは，そのようなサ

イトに固有のシステムの検討を行ううえで出発点とすることができる（第 7章参照）。安定な
地質環境の確保はセーフティーケースの作成にあたって不可欠なものであり，概要調査地区の

選定に関して，最終処分法や原子力安全委員会の示した環境要件，原環機構の公募資料「概要

調査地区選定上の考慮事項」においては，まずこの点が配慮されている（2.4.1（2）参照）。 

 
2.4.3 処分実施への取り組み 

（1）信頼性の基盤の確保 
最終処分の実施は，概要調査地区の選定から処分場閉鎖及び閉鎖後の管理を経て最終的に事

業を終了するまで，長期にわたる作業である。このような作業を進める際には，段階ごとに，

次の段階へ進めるとの意思決定がサイトを有する地域，国との合意のもとに行われることにな

る。原環機構は，このような意思決定を行うために必要な技術的に信頼性の高い判断材料を提

供するとともに，組織としての信頼性を高めるため積極的な情報提供と情報公開を実施するこ

ととしている。 

2.3.4（1）で述べたように段階的な計画の推進にあたり，意思決定における計画への信頼の

基盤となるのは，①地層処分という選択肢の適切性に関する一般的合意，②技術的な現実性と

安全性に関する信頼性，③組織，法規制の枠組み，計画の進め方に関する信頼性である。概要
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調査地区の選定に始まる段階的なサイト選定プロセスの初期から最終的な処分場閉鎖，さらに

処分事業の終了を含めたすべての期間にわたって，これらの基盤が信頼にたるものであること

を確かなものとしていくことが必要である。 

 
（i）地層処分の適切性 
高レベル放射性廃棄物の処分に関しては，技術的な観点から地層処分が現在最も理にかなっ

た対策であることが国際的に認められている（2.3.2 参照）。また，わが国においても，これま
での研究開発から技術的に可能であることが示されている。一方，地層処分は，通常のシステ

ムとは異なり，これまでに経験のない長期間を対象とした受動的な安全系に基づくシステムで

あることから，その安全性について感覚的にとらえることが困難という側面を有している。こ

のため，今後，処分計画を進めるうえでは様々な利害関係者が意思決定に関与し，これらすべ

ての利害関係者にセーフティーケースの内容を分かりやすく説明することが極めて重要なテ

ーマとなる。また，理解しやすいセーフティーケースの構造を与えるような処分場概念の構築，

安全評価の方法論に関する科学的基礎の例示などにも取り組んでいく必要がある。 

また，2.3.1（2）で述べたように実際に地層処分を実施するためには，倫理的，政治経済的

な要因などを考慮して，地層処分の適切性について社会的な合意が得られる必要がある。この

ためには，他の選択肢との比較による地層処分の適切性を継続的に提示するとともに，計画の

可逆性を確保するうえで必要性が高まってくることも考えられるモニタリング技術や回収可

能性を維持しやすい処分場の設計などについて検討を行っていくことが重要である。 

 
（ii）技術的な現実性と安全性に関する信頼性 
最終処分事業を進めていくうえでは，最終処分法で規定されている段階的な進め方によって

慎重にサイトを選定するとともに，その時点で得られている候補サイトの環境条件に関する情

報に基づいて処分場の設計や安全評価を試行し，信頼性のあるセーフティーケースの作成につ

いての見通しを段階的に示す必要がある。このため，2.4.2で述べた第２次取りまとめのレファ
レンスシステムやセーフティーケースを起点とし，サイトの環境条件に応じて，長期的な安全

性は勿論，操業時の安全性，工学的な実現可能性，環境影響，上述した回収可能性やモニタリ

ング，社会経済的側面などの総合的評価に基づく最適な処分場の設計やその安全評価の方法論

について検討を行い，実際に施工するための技術の実証を進めていくこととする。 

地層処分を実施するうえでは，全段階においてあらゆる事象に対し万全の安全確保を図るこ

とが最優先課題である。この観点から，放射線に対する安全対策だけでなく，関連する調査や

建設等の作業に対する一般労働安全とともに環境保全に関する諸対策を講ずることが必要で

ある（第 5章参照）。 

前記作業にあたっては，サイトの選定に関する適切な評価基準とともに設計や安全評価のた

めの基準が必要であるが，2.4.1（2）（iii）で述べたように安全規制については，実施主体によ
る精密調査地区選定開始時期までに，処分場の設計要件，安全評価に係る安全指標，基準値，
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安全評価シナリオ等を定めた「安全審査基本指針」が，また新しい知見を適宜取り入れ，安全

審査開始前までに「安全審査指針」及び「処分場の技術基準」が国によって策定されることと

なっている。したがって，これらの指針等が策定されるまでは，以下，②適切な工学的対策（処

分場の設計・施工）や③安全確認において示すように，処分場の設計や安全評価のための目標

値として自主的に基準を設定しておくこととする。このような自主的な基準の設定にあたって

は，2.3.1 で述べた放射性廃棄物管理の基本原則や 2.3.3 で述べた放射線防護原則，さらには今
後の国際的な議論の動向などを適宜反映していくこととする。 

① 適切なサイト選定 

サイト選定を進める際には，その地点の地質環境が，長期的に安定で放射性核種の溶出

と移動の抑制に好ましい条件を有するとともに，最終処分施設の建設が技術的に可能な地

点であることなどの技術的な条件はもとより，土地の確保やガラス固化体の輸送の容易性

など，社会経済的観点も含めて評価基準を設け，これに基づいて選定を進める。このよう

な考え方は，すでに「概要調査地区選定上の考慮事項」（原子力発電環境整備機構，2002a；
第 3章参照）に反映されている。 

② 適切な工学的対策（処分場の設計・施工） 
選定されるサイトの環境条件に応じて，人工バリア及び処分施設を適切に設計・施工す

る。このため，サイト選定の進捗に従って得られる候補地点の地質環境情報を逐次取り込

んで設計に反映し，段階的に処分場の最適化を行っていく。設計においては，長期的な安

全性の確保とともに，事業期間全体にわたる施設の安全性や事故時の対応，回収可能性，

また，その地点に対する環境保全などに配慮し，具体的な対策を明らかにする。当面，具

体的な設計目標などについては自主的な基準を設定することとする。また，必要な技術の

高度化と，最新の技術の適用可能性について常に検討を行い，安全性，効率性の向上に資

する。 

③ 安全確認 

上記のサイト選定，工学的対策によって構築されたシステムの長期的な安全性について，

安全評価に基づく確認を行う。このための目標値については，当面，自主的に基準を設定

しておく。また，サイトの調査段階から，処分場の建設，操業，閉鎖までの期間にわたる

一般労働安全や放射線防護，環境保全のために必要と考えられるモニタリングの検討を行

う。検討にあたり，これら一般労働安全や放射線防護，環境保全が達成されていることを

確認するための基準について，既存の原子力施設，鉱山，地下利用施設などを参考に，当

面，自主的に設定しておく。なお，閉鎖後におけるモニタリングについては，安全確認の

観点からは技術的な重要性は小さいと考えられるが，利害関係者等の意見を反映しながら

その要否を検討する。 

以上のような処分場の設計，安全評価に関する技術的課題についての具体的な取り組みにつ

いては，第 7章に述べる。 
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（iii）組織，法規制の枠組み，計画の進め方に関する信頼性 
実施主体としての組織的な信頼を獲得するため，積極的な情報提供，情報公開に努める。提

供する情報，特に意思決定にかかわる判断材料は，透明性・明瞭性（transparency），追跡可能
性（traceability），客観性（review），再現性（reproducibility），検索の容易性（retrievability）を
要求品質として，確実な品質保証を行い信頼性の高いものとする。安全規制への対応としては，

これまで原子力安全委員会によって示された第 1 次報告（原子力安全委員会，2000b）や概要
調査地区選定にあたって考慮すべき環境要件（原子力安全委員会，2002）で示された内容を適
切に取り入れて，サイトの選定，処分場の設計や安全評価の進め方を検討してきている。今後

も安全規制に関する検討の進捗に応じて，これらを適宜計画の実施に反映していく。 

計画の進め方に関する信頼を得るため，最終処分法に基づいて段階的に計画を進めるととも

に利害関係者の積極的な意思決定プロセスへの参加を保証することを目的として，概要調査地

区の選定に向けては公募方式による方法がとられている。 

 
（2）概要調査地区選定に向けた公募 
最初のマイルストーンである概要調査地区の選定に向け，「特定放射性廃棄物処分の概要調

査地区等の選定手順の基本的考え方について」を 2001年 11月に公表し，公募による選定の考
え方を示した（原子力発電環境整備機構，2001）。これに基づき 2002 年 12 月には日本全国の
市町村を対象に「高レベル放射性廃棄物の最終処分施設の設置可能性を調査する区域」の公募

を開始した。 

最終処分事業は極めて公共性が高く長期にわたるものであることから，これを進めるために

は受け入れに関して地域が自発的な判断を行うにあたり，利害関係者としての地域住民が最初

の重要な意思決定に積極的に参加する枠組みが不可欠であるとの考えに基づき，公平性と透明

性が確保できる公募という方法がとられた。 

公募にあたり，原環機構では，市町村の応募に向けた検討資料として「応募要領」（原子力

発電環境整備機構，2002b），「処分場の概要」（原子力発電環境整備機構，2002c），「概要調査地
区選定上の考慮事項」（原子力発電環境整備機構，2002a）及び「地域共生への取組み」（原子力
発電環境整備機構，2002d）を取りまとめている。これらは，上述した意思決定のための判断
材料を提供するものである。 

 
2.5 まとめ 

ここでは，原子力の利用とそれに伴って発生する種々の放射性廃棄物に対するわが国の対策

の現状を概観したうえで，高レベル放射性廃棄物の特徴とその対策としての地層処分について

国際的な原則，最近の議論などを参照しながら解説を行った。また，わが国における高レベル

放射性廃棄物対策について，研究開発の段階から処分実施の段階に至るまでの経緯をたどり，

これらを基盤として処分事業がどのように進められようとしているかを，国際的な議論と関連

づけて述べた。最後に，わが国の地層処分による安全確保の考え方と処分実施に向けた取り組
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みについて示した。これらは，次章以降に述べる「サイト選定」，「処分場の設計」，「処分事業」，

「地層処分の長期安全性」，「段階的なサイト選定に応じた処分場の開発」の背景情報を与える

ものである。 

ここ数年の間，国際的にみても多くの国の高レベル放射性廃棄物処分計画で，具体的な処分

サイトを視野に入れた事業展開が中心的な課題となるに至っている。これまでの研究開発の成

果によって，安全に地層処分を行う科学技術は成熟してきているといえるが，今後の計画を進

めるためには，技術面も含めた利害関係者の信頼獲得がますます重要な課題となり，社会的，

政治的，法的，倫理的及び経済的側面からの配慮が必要となっている。このような観点から，

段階的なアプローチによる事業計画の進め方，計画の柔軟性の向上を目的とした可逆性

（reversibility）と回収可能性（retrievability）の概念，地層処分の安全性に関する意思決定者の
判断材料としてのセーフティーケースの作成，意思決定プロセスへの利害関係者の参加といっ

た議論が，国際的な場のみならず各国の処分計画においても重要なものとなっている。 

わが国における高レベル放射性廃棄物処分事業は公平性と透明性の観点から公募によって

サイト選定が進められている。これは，事業における最初の重要な意思決定に利害関係者であ

る地域住民が積極的に参加する枠組みを整え信頼構築を図っていくうえで，極めて重要なもの

であると考えている。処分事業の実施にあたっては，全段階において，あらゆる事象に対し安

全確保を万全とすることが大前提であり，処分場の建設，操業時における適切な放射線防護対

策，一般労働安全対策や環境保護に関する諸対策はもとより，処分場閉鎖後においても多重バ

リアシステムを構築することによって安全性を確保し，併せてこれら安全性について分かりや

すく説明する責任を果たすことも重要な課題である。 

以上に述べたような信頼構築と安全性の確保のためには，今後選定される特定のサイトの環

境条件に合わせて最適な処分場を設計し，安全評価を行うための技術開発を着実に進めていく

ことが不可欠である。 
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